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午後１時32分開会
○今野座長　時間ですので、第５回東京都障害者就労支援協議会を開催いたします。
　本日、岡野委員がご欠席ですので、代理として東京障害者職業センター主任カウンセラーの加藤さんにおいでいただいています。よろしくお願いします。
　始める前に、これまでと同様ですが、協議会については、議事録は原則公開としたいと思いますので、よろしくお願いします。
　昨年11月、この協議会でまとめました「首都ＴＯＫＹＯ障害者就労支援行動宣言」を出したわけですが、それから初めての協議会ですので、議事次第を見ていただくと、２つほど議題があるんですが、その前に、出したけれどもどうだろうかという感想を皆さんからお聞きしたいと思っております。その後にお手元にあります議事次第に従いまして議論をしていきたいと思います。テーマは２つでして、１つは予算についての説明をしていただいて議論をするということと、もう１つは、最近の雇用情勢が厳しいですので、その点について意見を交換したいと考えております。最後に、今後の協議会の進め方についてもご相談を申し上げたいと思います。
　それでは、先ほど言いましたように行動宣言についてのご感想とかご意見をお聞きしたいと思うんですが、その前に事務局から資料の説明をしていただきましょう。
○高橋副参事　私から資料確認をさせていただきたいと思います。
　お手元の会議次第、分厚いもので資料６まで入っておりまして、後ろが50ページと記されておりますでしょうか。これが１部と、卓上配付の資料が５部ございます。まず東京労働局からの参考資料といたしまして要請書、Ａ４・１枚のもの、行動宣言１部、リーフレットで「東京ジョブコーチ職場定着支援事業」と書かれておりますもの、緑色の「障害者雇用促進ハンドブック」、最後に、やはり１枚のチラシでございますが東京２００９アジアユースパラゲームズを周知したいと思いまして、参考までにお手元に配らせていただきました。
○今野座長　それでは、我々が昨年出した行動宣言について、ご感想を聞かせていただきたいと思うんですが、手始めとして事務局からコメントしてもらって、それから議論したいと思います。
○高橋副参事　皆様のご協力をもちまして、11月に行動宣言を公表することができました。どうもありがとうございました。公表ですけれども、プレスさせていただきましたとともに、各戸の戸別配布になりますが広報東京都12月号に、とても小さい記事ですけれども出させていただきまして、全都民の方に伝わったのかなと思っております。
　関係者の方からは、全般的にこれらの取り組みについて歓迎する、おおむねこのような方向で進めていっていただきたいということで、好意的な受けとめ方が多かったのかなと思っているところでございます。
　また、これまであまり障害者雇用ということに関連していなかった方からは、障害者について働く人材という視点で初めてとらえることができたというご感想ですとか、地域社会の中で新たな役割を担っていただけるということから、障害者の方を、言葉は悪いですけれども、新たなビジネスチャンスという形でとらえたというご感想なども入ってきました。
　また、身近な就労支援機関からは、当然こちらにいろいろ書いてございますので、これを実現していくためにはどうするんだと。予算措置を含めてどういうふうになっていくのかと、高い関心を持っていろいろとお尋ねがあったところでございます。
○今野座長　それでは委員の方、ご意見、ご感想がありましたら聞かせていただきたいと思うのですが。
○天野委員　前回欠席してしまったので、議事録を読ませていただいて、ここでいろいろ討議した結果のことだということなので、いなかった者が後から言っていくのは問題があると思いますので、一応遠慮して、ただどうしても気になるところが幾つかあります。
　私、前回欠席したのでペーパーをお出ししたんですけれども、それが当日配られなかったので、もう１回ここで確認したいのですが、例えば１点目、先ほど高橋さんから、予算措置はどうなんだという話も支援機関から大分言われているということだったのですが、視点１の就労支援ネットワークということで、障害者就業・生活支援センターがばんと載っているということで、非常に前から見るとありがたい、障害者就業・生活支援センターについて言っていただいたということはありがたいけれども、では予算措置はどうなんだろうと。今回の福祉保健局の21年度予算を見てまた驚きまして、東京都は一体ここで書いたことと経済的な基盤をどう結びつけるのかということをずっと気にしていましたが、それについて全く回答がなく、それなのにこれが載ってしまうと、いかにも障害者就業・生活支援センターがいろいろなところをコーディネートしてどんどんやるのねということで、実はナカポツセンター（以下、「障害者就業・生活支援センター」のこと。）全体、東京都の会議の中では非常に困っているということがあります。やはり経済基盤をきちんとして、職員５人なり７人なり、できる範囲のことをやって、それからどうするのかということを書いていただきたいということがありまして、これについては別途申し入れをしていますので、またお話ししたいと思っています。
　２点目ですけれども、視点３、これも私が最後に就労に当たってということでペーパーに書いておいたんですけれども、「福祉施設から企業へ」向かう流れ、これで企業に向かう流れができるのかということで、どうやって今の障害者自立支援法をソフトランディング（＝軟着陸）させるかとか、就労移行支援事業をどうふやしていくのかとか、就労継続支援Ｂ型をどうやって就労移行支援にしていくのか、福祉施設にいる人たちをどうやって就職にもっていくかということを私も何回かここで発言したと思うんです。けれども、行動宣言にはそれについて書かれていなくて、キャリアカウンセリングをすることで施設の職員の意識が変わって、どんといけるのかというのは、とても現実的ではない話なのかなと。これも予算措置に関係がありますので、ここもお話ししたいと思いました。
　それから視点５、「精神障害者の就労促進にアタック」も同じことで、グループ就労をやれば精神障害者が就労支援できるのかというと全然違います。今、国では精神障害者重点項目ということでいろいろ出てきていまして、東京都の中でも、これも幾つか提言したと思うんですけれども、東京都がちゃんと取り組んで、今ある心身障害者能力開発センターや、いろいろなところに準備の場所をつくっていって、そこと、たくさんある区市町村障害者就労支援事業とかナカポツセンターとかがうまく絡んでいって、就労促進をしていかないと、特に精神障害の人は揺れやすいので、企業が努力すればとか、企業がたくさん門戸を開けば就職できるなんていうことはないんですね。どうやってこの準備を高めるかというのに東京都がちゃんと前向きにとらえないとできないのではないかということで、大きく言ってその３つです。
　その３つについて、何回もその話をしてきたんですけれども、何も盛り込まれていないのはどういうわけだということで、非常に不満がございます。
○今野座長　ここはすばらしいというのはないの。
○天野委員　東京都が縦割りだったのが一緒になって、土俵を一緒にしてこういったことに取り組みますよというのはとてもよかった。それからこの会議、障害者就労支援協議会に予算がついて、また連続でできるとしたら、それはとてもよかったというふうには思います。
○箕輪委員　質問していいですか。「行動宣言」は既に配られているということですけれども、一般の都民の方からのご意見とか、とかくここに書かれていることは、あくまでもこういう方向性として、それぞれの主体の方が決めて書いたことなので、多分何を出しても、これを理由にできないとか、これでは無理というところが絶対出てくると思うんです。それよりも、こうすればできる、今みたいに例えば予算をつけて、ちゃんと確保さえできれば実現できる、そういったいろいろな方面からの意見がもしあれば、つくった側ではなくて、初めてこれを見た方からの何かご意見とかご感想があればお聞かせいただきたいのですが。
○高橋副参事　先ほどの天野さんのお話とも重なるところがありますけれども、関係機関の方から見ますと、予算措置さえしてくれれば、もうちょっと進む部分もあるよねということは聞いております。全くの一般の都民の方といいますと、具体的にどこかというよりも、こういうところに出たり、障害者の存在に気づいたというところがありますけれども、具体的にどういう事業をやっていきたいですかというところまではちょっと掌握はしておりません。
○箕輪委員　これからあえて拾うようなスケジュールはあるんですか。これを受けて、どんな感じでいていただけるのかというか、実現するためにという。
○高橋副参事　それは、今後この協議会のあり方の話にもかかってくることかなと思うんですけれども、今後私ども東京都はもちろんのこと、関係機関の方が、それからこれを推し進めるためにどういう具体的な事業でこのコンセプトを進めていこうかということをこれから具体化しまして、もう既に具体化されている部分もかなりありますけれども、今後それを具体化しまして、その進行管理みたいなことを今後この協議会も含めて押さえていけたらいいなというふうには思っているところです。
○朝日委員　東京都に住んでいないもので、行動宣言といってもややトーンダウンしてしまうんですけれども、引き合いに出して申しわけないのですが、私もかかわっている埼玉でも障害者の雇用を進める関係機関連絡調整会議がございまして、その中でも東京がこういった形で行動宣言を出したよと。埼玉でも、それをまねしてと言うと何となくトーンが下がってしまうんですけれども、やはり具体的な就労支援という１つの目標のテーマのもとにさまざまな機関が、今までも連携、ネットワークとは言われていましたけれども、具体的に動き出す一歩としては大変こういうきっかけづくりというのは大事ではないかという認識が、埼玉の私の近辺での反応ということになりますが、そんな声が聞かれました。
　同時に、自分もかかわってみて、草案にもかかわってみて、もちろん就労支援協議会のここにかかわる関係機関、団体からの熱いメッセージということだと思いますが、どうしてもそれはメッセージが結果として届く障害の当事者の方というか、働いている方、これから働きたい方も含めて、この行動宣言がどういうふうに届いて、どういうような期待やこれからの展望につながっていくかという点がとても大事だと思うんです。ですから、先ほど箕輪委員さんからもありましたが、例えば障害をお持ちの方、就労というのは私なりに言えばあらゆる人たちが当事者としてかかわっていくということだと思いますが、第一義的な意味で障害があって、働きたい、働いている、あるいはいろいろ苦労されている方がこの宣言をどうとらえたかというのは、どこかできちんと検証したり、見ていく必要があるのかなと思います。ここに団体として連ねたらいいかどうかというのは、その行動宣言の特徴にもかかわるので一概にはいえないと思うんですけれども、でも少なくとも宣言の届く先というものをきちんと含めて考えていかないと駄目なのかなと思いました。
　先ほど来出ている部分は、やはり数値目標を持った計画とはちょっと趣を異にするので、むしろ行動宣言を具体化していくために予算的な措置やきめ細かい対応なども含めて、これをベースに考えていくというスタンスが大事なのかなとも思いました。
○今野座長　ほかにいかがでしょうか。特にこの宣言の下に機関名が入っている方は。山鼻さんはどうですか。
○山鼻委員　機関名は入っておりますけれども、これを出したからといって、ほかの企業の方から特にお話があったということはございません。ただ、私どもの中でも障害者雇用に関しては積極的に進めていこうという、組織の中ではある程度コンセンサスが固まりつつありまして、私どもも中期計画等々をやっておるんですが、その中にも項目としては盛り込まれる形で、東京経営者協会の中の活動の１つとしても障害者雇用に取り組むというものを大きくある程度打ち出し、進められたのかなと思っておりますが、これは明日の理事会での引き継ぎ事項ですので、今日は何も資料としてご用意できなくて申しわけございません。
　あと、これを見て一般の人が、例えばこれを手にとったときに、このようないろいろなものがあるなということがわかりやすくまとめられているとは思うんです。ただ、ここのところで、それぞれのところにいったときに、障害者雇用をサポート、例えば視点７、中小企業の障害者雇用サポートということで、中小企業団体中央会にぽんと行って話が進むのかなということを思ってしまう感じがあるので、ここら辺がもうちょっと具体的に、これを手にとった方が、雇用に結びつけるときにはどのようにしたらということが多分今後の第２段階のところになるのではないのかなとこれを拝見して思いましたが、やはり立派な冊子ですねというのがまず一番の感想です。
○今野座長　もう予想されていると思いますけれども、福島委員いかがですか、東京労働局のほうは。
○福島委員　それでは今振られましたので、正直言ってまだこの評価というか、外部からの評価の機会を、現時点であったという話は私も聞いていないんです。３つぐらい挙げられるのかなと思っているんですけれども、東京労働局は国の機関ですが、実は平成11年度末、12年３月31日まで都の中にいた機関なんです。だから、そこから国に一元化で切り離されて、地方分権法の中で国と地方が分かれて、いろいろな事業の中で東京都なり、あるいは関係機関なり、関係団体なりの連携が、今どこまでやられているというのがわからなくなっている人たちが実は職員の中にも多くいることは事実なので、障害者の雇用に向けて実はこんなことで連携をやっているんだという事実を職員に示すことができたという、内部の評価ですけれども、それは非常によかったなというのが１点と、もう１つ、国は毎年毎年、単年度計画というものをつくるんですが、東京労働局の行政運用方針をつくるんですけれども、実は障害者の雇用促進の１番目にこの行動宣言を載せているんです。国としても、せっかく支援と工夫を出していただいたこの行動宣言をベースに、障害者雇用をさらに積極的に取り組むという国としてのメッセージを出すことができたというのが２つ目です。
　もう１つは、これはこれからの話ですけれども、ハローワークの中には障害者の職業紹介を専門にやっている部署と、障害者の法定雇用率を達成していただくための企業指導・援助をやっている部署と、中心はその２つの部署ですが、そこの職員のみならず、職員全体にこの話を新年度早々してあげたいと思っているんです。そのためには今いただいている部数では足らないので、それは事務局にお願いして、東京都内のハローワークの全職員に、こういう宣言ができて、こういう内容ですよということについては説明ができることかなという感想です。
○今野座長　ほかにございますでしょうか。
　それでは、先にいきましょうか。お手元にある会議次第の議題に沿っていきたいと思います。
　まず最初は、先ほど言いましたように東京都の障害者の就労支援関連の予算について説明をしていただいて、議論をしたいと思います。
○高橋副参事　私から、簡単に東京都予算案の状況につきましてご説明いたします。
　まず平成21年度の東京都予算案でございますが、先行きが見えない閉塞感が漂う中にありまして、都民へ安心をもたらし、希望を指し示す予算という基本方針でつくられてございます。特に資料はございませんで、口頭で概要を報告いたしますが、都の一般会計歳入歳出ともに６兆5,980億円ということで、対前年度比マイナス3.8％となってございます。都民の不安を取り除くための対応といたしまして、新型インフルエンザ、周産期医療対策などとともに、急速に悪化する雇用環境への対策、景気後退に対応した中小零細企業への支援などを実施してまいります。
　また、12月に補正予算を組みまして、雇用対策として区市町村と連携して公共事業による延べ50万人分の雇用の創出を見出すというふうに計画してございます。
　そして、東京都自身も来年度、臨時職員の採用を200人増加するとともに、正規職員の採用、事務と技術、585人の計画だったものを860人に拡大して採用していく予定でございます。
　それでは、資料に基づきましてご説明いたします。３ページ目以降になります。
　産業労働局について主に書いてございますけれども、１番目、チャレンジ雇用の拡大ということで、福祉保健局と連携して今年度12名、４カ月間チャレンジ雇用を実施いたしましたが、来年度につきましては６カ月に延長して、また雇用人数を16名に拡大して実施する予定です。
　２番目、東京ジョブコーチの養成でございますが、今年度新たに始めた制度でございますけれども、また新たに養成し、事業の拡充を図ってまいります。
　５番目、重度障害者等雇用企業実態調査の実施、こちらが新規事業になってございまして、精神、発達、高次脳機能障害者、難病患者等につきまして実態調査を行い、普及啓発リーフレットを作成していきたいということでございます。
　６から８まで、訓練につきましても拡充して実施してまいります。
　おめくりいただきまして、福祉保健局関連の予算でございますが、１番、本協議会による連携強化を掲げてございます。
　４番目、区市町村障害者就労支援事業の充実でございますが、こちらにつきましても全区市町村での実施を拡充するとともに、身近な地域での相談・支援体制を強化してまいります。
　７番から10番までが新規事業になってございまして、７の就労支援サービス活用促進事業でございますが、区市町村就労支援センターの利用の促進を図るため、センターの支援内容をご紹介するＤＶＤを製作いたしまして、企業への周知を図ってまいります。これなどは協議会での発言内容から新たに出たものかなと思っております。
　８番目、障害者職場実習ステップアップモデル事業といたしまして、主に雇用経験のない企業と主に就労経験のない障害者の職場実習をコーディネートし、企業につきましては雇用の実際を体験する、障害者につきましては社会で働くことの実際を体験するということで、雇用就労の契機にしていきたいと。こちらにつきましても、ここの中で出た発言などをもとに新たな事業を組み立ていたしました。
　９番目の企業就労意欲促進事業につきましては、20年度から始まりました職場実習を行っている企業に対する設備等の整備費助成でございますけれども、事業の位置づけが変更になりまして、新規事業という形で掲載させていただいております。
　10番目の工賃アップモデル事業所普及促進事業でございますが、工賃アップを達成した事業所の事例を調査いたしまして、ほかの事業所へ好事例として紹介していくものでございます。
　次のページが教育庁関連の新規拡充予算になってございます。１番目が、知的障害が軽い生徒を対象といたしました特別支援学校高等部の設置でございまして、永福学園に引き続きまして、今年４月には青峰学園が開校する予定になってございまして、永福を含めまして５校整備していく予定になってございます。
　３番目でございますが、従来の特別支援学校におきましても職場教育を充実していく予定となってございます。
　（２）、（３）が新規事業になってございまして、例えば作業学習における検定の実施ということで、客観的な指標を設けるということで、清掃や喫茶サービス、パソコンについて検定を実施していくということがございます。また、特別支援学校技能競技大会の実施もしてまいります。
　４番目、理解啓発事業の（２）が新規事業になってございまして、保護者向けセミナーの開催、就労についての保護者の理解を深めるということで、保護者向けセミナーを新たに実施していく予定でございます。
　引き続きまして、資料３、厚生労働省、国の就労支援の推進ということで、簡単に柱立てだけ説明させていただきたいと思います。
　８ページに平成21年度予算額ということで、厚生労働省の障害者雇用にかかわる予算額でございますが、203億9,600万円ということで数字が出てございます。大きな柱立てが４つありまして、８ページの下のほうにありますが、１番目が中小企業等における障害者雇用促進のための重点的な支援ということで、ファースト・ステップ奨励金をはじめ、５つほど事業が並んでございます。
　10ページになりますが、Ⅱ、雇用、福祉、教育等の連携による地域の就労支援力の強化ということで、ハローワークを中心としたチーム支援の推進をはじめ、４事業が掲載されてございます。
　３番目の柱が障害特性に応じた支援策の充実・強化ということで、精神障害者の特性に応じた支援策の充実・強化をはじめ、次のページまで、６事業ほど新規・拡充事業が予定されているようでございます。
　最後になりますが、４番目の柱立てが障害者に対する職業能力開発支援の充実ということで、民間を活用した機動的かつ実践的な職業訓練の推進をはじめ、４事業について拡充される予定ということで聞いてございます。
　簡単ですけれども、東京都と国の平成21年度の予算についての説明を終了いたします。
○今野座長　それでは、ご質問なり、ご意見をいただければと思います。
○天野委員　次もあると思うんですけれども、予算立てはやはり大事なので、同じ話になってしまうかもしれないんですけれども、今、東京都の予算、就労支援に関する予算を説明していただいたんですけれども、この宣言とこの予算がどういうふうにかみ合っているのか、出てくるものは１、２、３となっているので、ストーリーがよくわからないままなんですけれども、例えば視点３の「福祉施設から企業へ」向かう流れについては、これとこれがあるのでこういう予算だとか、精神障害者にはこうだからこういう予算だという話が全然見えてこない。それが必要なのではないかという話が、前にこの協議会で結構出ていたと思う、私が言ったんですけれども、そういう話が全然入っていない。
　だから一番最初に言った、例えば障害者就業・生活支援センター、うちのオープナーなんかは、例えば精神に対して特に力を入れていますが、予算組みでは、この資料では区市町村事業は出ているけれども、ナカポツセンターはゼロですよね。だから、こちらに書いていたものとこちらのストーリーが全然かみ合っていないので、どうやって理解したらいいのか、非常に理解に苦しむということが１つです。
　そうならないようにということで幾つかペーパーも出していますし、ここでいろいろな話をしていたと思うんですけれども。だから、就労支援については、これとこれとこれはやっていますよと言うんだけれども、では、こちらで一生懸命議論していたものがどういうふうに集約されているのかというのがだれにも見えないのではないかということで、私はこの予算を見たときに、驚いたというか、前もそうだったので、そうならないようにということで何回か、産業労働局とも福祉保健局ともいろいろな話し合いをしたんですよね。だけれども実際はこういう形になっている。これで本当に、ここで議論してきた福祉から就労へというのがちゃんと進むのかと。それからシステムがちゃんとできて、全体の東京都で３万人ですか、就職するという方向にいけるのか。一番の課題である精神障害者がどのぐらいいけるのか。単純に言うと、心身障害者能力開発センターの、視点のどこかに出ていましたね、準備のところをどうするということで、心身障害者能力開発センターの訓練の充実というところで、精神障害を入れなければいけないという話は大分出ていましたけれども、予算組みになったり、こうなってくると、なかなか出てこないとか、いろいろ言っていたものがどういうふうに吸い取られているのかということについて、大きな疑問を感じています。
○高橋副参事　おっしゃられている部分もございまして、私どものほうでも、例えば行動１については、この事業でというふうにお示しは、今後、次の機会にやっていきたいと思っております。というのは、今ご説明した部分はあくまで拡充・新規事業ということで、従前より例えばナカポツセンターであれば、ナカポツセンターへの事業費ですとか、区市町村でしたら区市町村障害者就労支援センターの、通常の従前からの部分もございまして、それも含めて、例えばこの行動１でしたら、こういう事業で、こういうことをやっておりますというのをお示ししていきます。当然、拡充を求めている部分につきまして、今後と申し上げましたのは、まだ東京都の予算は、厳密に言いますと議会が終了して確定するということではございますが、さらに、例えばほかにも国の臨時的な交付金であるとかさまざま、まだ可能性のあるものもございますし、私ども所管といたしましてはいろいろと拡充できるように頑張っているところであるという事実もございます。もしくは、理念だけ書いて、まだ本当の事業化には結びついていないと申しますか、恐らく予算措置とは違って取り組むべき部分もあるかなと思っておりますので、そこら辺も含めまして、具体的に事業化し、推進していきたいと考えております。
　先ほど進行管理という言い方で述べさせていただきましたが、各個別の事業について、例えば行動１であれば、それはこういう事業とこういう事業で進めていきたいということはきちんとお示ししていきたいと思っておりますし、主体が東京都のものはそうですし、例えばほかの団体様が主体のものにつきましては、それぞれ同じような形で、予算事業になっていくかどうかは別にいたしましても、こういう事業に基づいてこういうことをやっていくというものをお示しいただいて、それできちんと進んでいる状況を今後とも確認していきたいと思っているところでございます。
○今野座長　今の答えは、私流に解釈すると、天野さんの言うことはもっともだから、今日は勘弁してと。次回以降はそうやって整理してくるからということだと思うんですけれども、我々としても、こうやって行動宣言したわけですから、視点がどういう事業と予算と結果と結びついているかという一覧表があると便利ですよね。ですから、次回以降はつくっていただくということにします。
○天野委員　逆なんでしょうね、多分。これが何で先に出ているのかと。予算組みがちゃんとあって、ここで議論して、こういう予算がとれて、これはいけそうだというところで東京都はこれとこれをやりますということで行動宣言になっていくというスタイルが普通ではないかなと思ったりするんですけれども、先にこれが、耳障りがいい、ちょっといいものをいっぱい書いてあるけれども、これが先に出ていて、では実践するときどうなのというと何も出ていないというのが、どうしてこういうふうになるのかなというところが疑問だったので、去年でこの就労支援協議会が終わりというところでまとめを出さなければいけなかったのかとも思うんですけれども、まだ今年も続くということであれば、まだ時間もあったことだし、これをしっかりやって、予算をやって、今はここまでできているけれども、これが目標だみたいなものをやれば、だれにでもわかりやすいのではないかなと思うんですけれどもということを言いたかった。
○松浦幹事　この行動宣言をまとめた意味というのは、いろいろな関係機関があって、全体的にその関係機関がどういう方向でどういう連携のもとにやっていこうということをまとめたつもりでおりますけれども、これを即予算化しなければいけないという前提ではないと理解しています。ただ、今後この視点、20あって、プランという形にしましたので、すぐ来年度予算化ができるかというと、なかなか厳しいのです。これについて具体的にどういう方向でやっていくというのは、先ほど高橋が申し上げましたけれども、方向性を出して、それで具体的に金が必要なものについては、例えば21年度予算要求するとか、22年度予算要求するとか、そういうところで具体化していくというところでつくったもので、予算化されたものをまとめてこういうものをつくってもあまり意味もないと思うんです。私としては、予算化して実施すればいい話であって、予算化したものをまとめて理念に積み上げてもあまり意味もないので、これだけの団体が一致してこういうものをまとめたところに意義があって、東京都の部分、各局ありますけれども、その部分については、ある程度の年間計画で実施に移していくと。その中で適時適切に予算を要求して実施していくというものだと私は思っていますので、その点ご理解いただきたいと感じます。
○天野委員　ということは、大目標みたいなものですか。大目標であって、できるかどうかわからないけれども、みんなの意見を入れたら、こうありたいというイメージになったと。そうならないために、結構具体的な提案も幾つかしたと思うんです、ここで。さっき言ったような幾つかのこと。だけれども、全部その予算ができたからどうということではないにしても、こういったことをするために具体的にどうしていくという、例えば大目標があるのに対して２年後にはこのぐらいの予算化をする、次の年にはこうしていくと積み上げていけばいいと思うんだけれども。別に来年すぐ予算ということではないにしても、経済的基盤を抜きにしたこの辺の空論をやってもしようがないと言えばしようがないわけで、だから、東京都で３万人就職させること自体が具体的な話ですよね。そのために毎年何千人入れなければいけないのかわからない、そのためには何と何と何をしなければいけない、そのためにこういう行動をしますということで集まっているので、いろいろな理想とか理念はいくらでもあるわけですけれども、そこで予算との絡みはすごく大事だと私は思うんです。
　そのための提案を幾つかしていたので、それについて検討していただく。だから、ここでは無理だとしても、例えばそれが、委員会みたいなものをつくって、そこで予算をたたいていくとか、具体的な大もとはここで決めたけれども、例えば精神についてとか、福祉から就労へについての委員会みたいなものがあって、そこから予算も含めて考えていくとか、やはりくっついた話だと思うんです。
○松浦幹事　今おっしゃっていることは、私が言ったこととそんなに食い違っていないと思いますけれども。
○今野座長　いずれにしても、私の解釈はちょっと似ている、言い方が難しいけれども、天野委員が言った言葉で言うと目標を書いたみたいなものですよ、これ。先ほどの天野委員の発言は、目標設定をしたときに、現在の予算というのはどういう対応関係にあるのかはっきりしてくださいという話なんだよね。そのときに、対応関係をつくったときに、抜けている部分があるじゃないか、ここは強化しましょうとかという議論の土台にいつもあるということなので、そういう点では松浦幹事がおっしゃられたのと私は、意見は一緒なんですけれども、ですから今後そういう議論をしていけばいいのではないかと思いますけれども。
○天野委員　あと何回かということで、それをしていくと。
○今野座長　先ほど進行管理とありましたけれども、では、ここで提案したことは、今、予算上どこまでいっているのとか、事業計画上どこまでいっているのというふうにここで考えて、もしもここで必要になったら、もっとここをどうにかしろと言うというのがここの役割で、どうにかしようというときに予算がとれるかどうかということは向こう（都）の仕事だから、あとは我々見ていればいいわけで、とってこなかったら「しっかりしろ」と言えばいいわけで、とってきたら「よくやった」となるわけですから、それがここ（協議会）の役割なので、そのときの議論の出発点として、一種の大目標というか、ここでは行動宣言となっていますけれども、これを議論の土台にしていきましょうということだと思いますので、ですから天野さんが言われたことは、そういうプロセスの中でまた天野さんが発言されていけばいいかなと。そういう点では、私は天野さんがずっと今後も騒ぐということが重要かなと思います。
○植木委員　今の議論もそうだと思うんですけれども、この資料をつくづく拝見すると、多分ここに書かれた視点というのが、仕事するときもいつもそうですけれども、大きな課題がありますよと。それに対して、いわゆる抜け漏れなく、またその下に１つ課題を全部抽出しましょうと。それを幾つかに分類してまとめると、ここの視点が10個になりましたねというのがこの行動宣言だと思うんですよね。多分普通のやり方でいくと、ここに対して当然プロジェクトが１つ１つ起こっていって、この中で具体的な行動というものを、優先順位をつけて決めてやっていくというような、そんなことではないかなと思うんですよね。やっていくとなると、実際お金がないとできませんよみたいなことは普通に起こってくるので、もし今の解釈が間違っていないとすれば、座長がおっしゃっていることはまさにそういうことでしょうし、天野委員が求められていることも同じことかなと思いました。
○今野座長　間違っていないから大丈夫です。
○小林（進）委員　教育庁関係で言えば、視点２の行動３ですが、今日いただいた資料を見ますと５ページです。松浦幹事がおっしゃったことと基本的には一緒ですが、行動３で新しいタイプの学校をつくっていくと。永福学園をつくっていただいて、来年度、青峰ができるわけですけれども、それ以降の予算というのはまだとられていないと思うんです。でも、これに書いてあるというのは非常に大きいことだろうと思うんです。学校というのは本当に金がかかりますし、そのお金をきちんと、今後つくっていく根拠になって、さらに５ページに出ておりますけれども、教育庁のほうで２から４までの新しい事業が展開されると。現実に金がついてきているわけですよね。この行動宣言では、これはないわけですけれども、ここにはさらに具体化されているわけですから、今後そういう意味では非常に、我が校としてはありがたい、教育関係、学校の職員としてはありがたいプランだなと思っております。恐らくそういうことで、ほかのところも同じようにこれからこれを根拠にして新しい事業が展開していく上での、役所にとっては非常にいい資料なのではないかと私は思うんです。蛇足みたいですが。
○今野座長　いずれにしても、そういう議論をするときに基礎的な情報というのは、さっき天野委員が言われた行動宣言と事業と予算の関連図みたいなものがないと、どこが抜けているとか、もしかしたらここは要らないとか、あるいは優先順位をどうするかということも議論できないので、その資料はこの協議会としては重要かなというか、必要かなと思います。
○田邉委員　全然関係ない話になるんですが、産業労働局のチャレンジ雇用が４名で800万円ということですが、福祉保健局のほうだと12人で1,000万円となっているんですが、この違いは。
○高橋副参事　同じと申しますか、福祉保健局のほうに再掲しています、間違いです、すみません。
○田邉委員　16名でどっちかの予算ということですか。
○高橋副参事　16名で1,000万円にしていただければありがたいと思います。
○今野座長　後ろ側と相談して正確な数字をはっきりしてもらって、ほかの方、先に。
○朝日委員　資料２の新しい事業の５番、重度障害者等雇用企業実態調査ということで、予算規模的にもそんなに大きくはないんですが、着眼点として精神、発達障害、高次脳機能障害、難病等というところで、重度障害者等でまとめられてこういう取り組みをされることについては、やはりこれらの障害の方が、実際に就労の場面で職業的に重度な、非常に困難を持っていることのあらわれだと思いますので、ぜひこういう観点で就労における重度障害という部分を重点的にやっていただくのは大変よいことではないかと思いました。
　それから、もしかすると今日の２番目の議事になるかもしれませんけれども、ここ数年の福祉から雇用へという動きの中で、どうしてもチャレンジをするとか、初めてやるとか、挑戦するとか、そういうニュアンスでの支援が多かったわけですが、国も指針を示しているように、こういうご時世でありますので、雇用を維持・継続する、離職を予防する、こういった観点も重要になっていくと思うんです。ある意味追い風が吹いている中で、展望できた部分と、それから現実をこれから踏まえていかなければいけない部分も両方加味していくと、それぞれの事業の中に盛り込まれてはいると思うんですけれども、より質を高めていく、どうしても数値目標なり数で、言葉は悪いですけれども、いけいけどんどんの感じがあったところを、やはりここのところできちんとして、質を担保して、結果的に離職を予防したり、定着を高めていくというところが必要だと思いますので、そのための特別な事業がすぐに必要になるかどうかはわかりませんけれども、それぞれ盛り込まれた中で、そういった視点もぜひ加味されるといいなということを期待したいと思います。
○山鼻委員　今の朝日委員と関連しているんですけれども、ミスマッチというのがよく言われていますので、もし可能でしたら、定着率というんでしょうか、雇用した方がどのぐらいで離れたかという数字が、いつもなかなか出てきませんので、これがもしわかるようだったら、どこかの時点で出していただければうれしいと思っております。
　もう１点ですけれども、皆さんすごく大きなところを話しているところで小さいところで恐縮ですが、５ページで作業学習における検定の実施、新規というものがあるんですけれども、これは非常に当方としてもありがたいことですが、既に清掃や喫茶サービス、パソコンというのはいろいろなところで実習という形でやっているので、多分いろいろな会社でそれぞれ独自の基準があると思うんです。それが二重にならないような形で、行動宣言の最後のところでも共通した何かということがありますので、受ける方も、何度も検定を受けるというのは負担が多いと思いますので、共通のものがもしできるようだったら、そこら辺も考慮していただけると、雇う方も雇われる方もある程度目安がつけやすいのではないかなと思います。
○今野座長　それでは、まず先ほどの数字と、今の検定を少し共通化したらどうかというお話もありましたので、それについて何かコメントあればお聞きすることにして、まず数字からいこうか。
○飯田課長　産業労働局就業推進課長の飯田でございます。チャレンジ雇用につきまして、産業労働局と福祉保健局で数が大分違うというご指摘がございまして、まことに申しわけございませんでした。チャレンジ雇用に要する対象経費は、私ども産業労働局と福祉保健局で対象がかぶっておりまして、資料３ページの私ども産業労働局の800万円につきましては、年間２名、チャレンジ雇用という形で障害者の方をお雇いする賃金、それにジョブコーチを１名おつけしますので、このジョブコーチの賃金１年分、さらにはパソコンをリースいたしまして、実際のチャレンジ雇用の管理に使う機器材とかも入っていまして、それを合わせて800万円という状況でございます。
　一方で、福祉保健局のチャレンジ雇用の予算につきましては、純粋にチャレンジ雇用される方の賃金を計上しておりますので、それでそういう差が出たという状況でございます。申しわけございませんでした。
○田邉委員　福祉保健局のジョブコーチの賃金というのは、別の項目で計上されているんですか。
○飯田課長　この中には入っていないということです。
○今野座長　先ほどの検定の共通化の問題について、何かコメントがあれば。
○教育庁（半澤）　教育庁指導部の半澤と申しますが、先ほど検定についてのご質問がございましたけれども、これはあくまでも、いわゆる資格認定の検定を導入するということではなくて、学校教育の中で、例えばビルメンテナンス協会などの協力をもらいまして、基礎的な清掃の技能を子供たちが学習していくと、こういうところで検定という用語を使わせていただいて、基礎的な技能を身につけさせていくものでございます。これを学校教育の中に取り込みまして、将来の仕事に結びつけていくという内容でございます。
○今野座長　要するに、認定するわけではないわけね。
○教育庁（半澤）　認定はしません。
○今野座長　ほかに。
○田邉委員　先ほど重度障害者の件が座長からありましたけれども、難病患者が重度障害者等に入っているんですけれども、難病患者は、全部を重度障害者という言い方をしていいのかどうかというのがちょっと疑問なんですけれども。
○飯田課長　資料３ページの５番の重度障害者等雇用企業実態調査の関係のご質問でございますけれども、国からもこういった精神障害者の方、発達障害者、高次脳機能障害者、そして難病患者、そういった特別な支援を有する方につきましては、今後より手厚く支援をしていくべきであろうという方針が示されておりまして、そういった中で私どもこれは今のところ４年間計画で、１つずつのテーマにつきまして幅広く実態を調べて、リーフレットをつくろうと考えてございまして、こちらの４つの障害者の方を予算事業的に４つでまとめて書くために、たまたま重度障害者等という形で「等」と入れさせていただいているわけでございまして、特段、難病患者の方イコール重度障害者ということを意味するような意図でおつけしたわけではないものですから、ご理解いただければと思います。
○今野座長　先ほど山鼻委員から、定着率のデータが欲しいんだけれどもというお話があったんですけれども、それについて忘れていたもので。会社に障害者の人が入ったときに、実際にどの程度定着するのかというのがあったら、そういうデータはないものだろうかと。
○朝日委員　国会でも結構そういう議論になるんですけれども、なかなかデータはないと聞いているんですが。
○山鼻委員　ハローワークさんで持っていらっしゃらないんですか。
○今野座長　ハローワークでもわからないよね。
○福島委員　特別調査をしないと駄目ですね。要するに七五三と言われるような新卒の定着率、離職率を毎年毎年、就職後の実態調査という特別調査をやっているので、中学、高校、大卒等はどのぐらいの期間で離職をしているかというのは出てくるんですけれども、障害者の特別調査は、そういう視点で特別調査をしていないんですよね。だから、そこも現行の特別調査に加えるか、新たに特別調査を起こさないと駄目ですね。
○山鼻委員　ミスマッチ、ミスマッチと言われているんですけれども、それがどういうふうな業種でやっているのか、全く実態が、言われているんですけれども、よくわからないということが。
○福島委員　各委員の方はどうやって障害者の定着指導をしているかご存じだと思うんですけれども、一般的に就労先企業を管轄しているハローワークで定着指導をするんですね。定着指導する端緒というのは、企業からちょっと困ったことがあるとか、あるいは働いている障害者自身がハローワークに来て、ちょっと相談事があるとか、そういうケースが主なんですが、今問題になっているのは、私もそれは直そうかと思っているんですが、紹介をした、あっせんした安定所と就労先の企業を管轄する事業所が異なるケースがある。そうすると、紹介に至る経緯、細かいところは単に就労先事業所というか、企業に聞かなくてはわからないままに実は形式的な定着に入るケースがある。そこを、せめて東京都内は、仮に紹介先安定所と就労先事業所が一緒に定着をすることも試行的にやってみようかと思っています。問題は県境を越えている場合、神奈川の安定所が紹介して、働いているところが実は中央区ですとか新宿区ですというと、神奈川局の職員と東京労働局の職員が一緒になってというのは、なかなかそこは県境を越えると難しい部分がありますけれども、せめて同一県内の場合は一緒に行く。それから、あっせんをした安定所と就労先事業所が同一署内だと非常にやりやすいんですけれども、違うときにどうかという問題があって、そこは今の山鼻委員のお話とちょっと違ってきますけれども、定着率のお話は、私は特別調査を１本立ててやらないとなかなか難しい。特定安定所だけだったら追跡でやりますけれども、傾向値が出てくるかどうか、ちょっとわかりませんね。
○宮武委員　定着率という言葉ですけれども、定着というのは継続しているということですよね、要するに。３年だったら定着とか、５年働いているんだけれどもまだ定着していない人もいるわけですよね。だから、継続率という形で私どもの施設なんかはとっていたんです。あるいは離職率だとか。特別支援学校なんかは追っているんじゃないですか。
○小林（進）委員　知的障害の特別支援学校で就業促進研究協議会という組織がございまして、そこで、正確なデータはないんですが、３年後に２割ぐらいが最初就職した会社からやめているという、そういうデータがあると聞いてございます。正確さはないと思いますけれども、おおむねそうではないかということでございます。
○今野座長　要するに、正確な情報はないということです。でも、仕事を紹介したときのパフォーマンスとしてはマッチングというか、長く就労しているということがあるわけですから、それについての評価は非常に重要だと考えれば、ここの重要なテーマの１つだとすれば、ここでテーマを議論して、やってよというふうに提案すればいいということになると思います。
○天野委員　定着についての意見ですけれども、ナカポツセンターは定着率をすごく言われるので、終わったときに何％ということを、特に精神障害者の人は、やり方によってはどんどん、今、数字がすごく求められるので、結構就職だけさせてしまうところもある。しかし、すぐやめてしまうということで、国の就労支援事業だと６カ月定着しないと就職したと言わせないというのがありますね。今、ナカポツセンターも一応それに倣ってやっているので、これから今後、だけれども、どこを定着と見るか、人によってばらばらなんですよね。今、福祉系はそういう６カ月を目安にしているのかなと思うので、だんだん出てくるんですけれども、今後は就職者の数よりも定着という問題が課題かなと思います。
　先ほどの説明の中に、重度障害にみんなまるめているというお話があったんですけれども、私も精神障害者という問題を、さっきの説明にあった国の場合は、障害特性に応じた支援策の充実強化ということで、相当、精神障害者をうたっていますよね。前から出ていますけれども、知的、身体は何とかということで、精神障害者が次だと言われているけれども何も進んでいないという現状は変わらないので、先ほどの東京都の予算の中に精神障害者問題がどうなのか、やはりなかなかあらわれてこない。重度障害の中に入っていますけれども、発達障害というのがまたもう１つ、発達障害や高次脳機能障害の方がたくさんいらっしゃいますけれども、精神障害者の数というものは大変大きいですよね。次に企業さんも、精神障害の人を雇いたいけれども、どうしていいかわからないとか、失敗したとか、さっきの定着率が悪いとか、そういう問題で非常にまだノウハウはきちんとできていないので、これはすごい重点施策、そのことと関連して、例えばナカポツセンターは相当精神をやっていたりするので、そこに対して何か、それが進むような、インセンティブが働くような何かの予算をつけるとか、いろいろなことがストーリーとして、さっきストーリーというのはそういう意味で、何も予算が全部決まってからこれを出すということではないんですけれども、こちらには精神障害者に対する促進にアタックが視点５にありますよね。この視点５、だからこのぐらいでまるまっているのかと思うんだけれども、国の施策を見ても、何を見ても、今、精神障害者ということで相当言われているので、生ぬるいというか、やはりそこについては１つ大きく出していただかないといけないのではないかと思います。
○今野座長　ほかにございますでしょうか。
○箕輪委員　全体にかかわることですが、ここに挙げられている、先ほど質の確保という話があったと思うんですが、例えば本当に発達障害に関連する新たな部分で支援者を育てるといったときに、今年度も含めていろいろなことをされていたと思うんです、都内でも。教育セミナーとか、そういったところの実態はどうだったかということをよく確認をしていただいて、本当にここに、大事な都民のお金をそこに任せて質の確保ができるかといった部分の注目をしていただいて、学校のほうでもここに名前が挙がることで注目度が上がるということですが、最初にお話ししたように、この行動指針なり予算なりが、本当に一般の都民の方が、我々が払った税金がどういうふうに使われて、その成果がどうだったのかということに注目にしていただけるような、関係者しか見ないというのが何か一般的な気がするんですけれども、もう少し注目してもらって、評価を普通にしていただけるような、そういった何かを考えていただけるとなおいいかなと思いました。
○今野座長　そうすると、この行動宣言をせっかくつくったから、１年後には行動宣言から見た評価レポートみたいなものがあるといいわけね。言いたいのはそういうことね。
○箕輪委員　都民から随時、予算についても実施されている事業についても、どうだったのかという突っ込みがあったり、成果はどうだったと。回数ではないと思いますし、何かそういったこととか、決まった委員だけではなくて、もっと広く、実際に税金を納めている方々の目というのが入ってくると、もっといいものになるのかなと。
○今野座長　いずれにしても、こういう行動宣言をつくって、それに対応した政策とか事業があって、進行がどうなっているのかということがないと、そこから先にはいかないでしょう、今おっしゃられたのは。
　ほかにはいかがでしょうか。よろしいですか。
　実は今日、お手元の会議次第にありますように、もう１つテーマを用意しておりますので、そちらに動いていって、もし時間があったら戻りますので、それでは、ぼわっとしたテーマですけれども、こんな雇用情勢ですので、障害者の雇用に今どんなことが起きているんだろうかということを、せっかくここにお集まりいただきましたので、その情報を少し共有するような議論をしていただいて、さらには、そこからどんな対策が必要になるんだろうかということを自由に議論していただこうというのがテーマでございます。
　それに関連して、資料の提供をいただいている委員の方もいらっしゃいますので、そういうものに基づいて情報の共有化をしたいと思いますが、まずは東京労働局のデータを出していただいた福島委員からお願いしたいと思います。
○福島委員　それでは、東京労働局から資料を机上配付させていただいておりますので、お手元の資料５、障害者の職業紹介の状況の今年度版と、裏が40ページになりますが、これが昨年度版です。これらについて簡潔に状況をお伝えしたいと思いますが、これらも含めて全体的な雇用・失業情勢がどうなっているかという話があると思います。
　ご存じのように日本の景気は、１月の政府の月例経済報告でも発表されておりますように急激な悪化、外需だけではなくて内需も停滞しています。極めて厳しい状況だというコメントをされておりますが、あわせて日本の実体経済に影響を及ぼして、さらには雇用・失業情勢も深刻な影響だということになっております。昨年のちょうど秋口にリーマン・ショックという話があって、管内にどれだけ影響を及ぼすかというコメントを求められたときに、グループ会社は少なからず影響がありますけれども、ほとんど影響はないだろうと。かつての山一みたいな形ではないだろうと思っていたんですが、アメリカのほうが景況もどんどん冷え切っている状況があり、その後も急激に雇用・失業情勢が悪化して、これだけ悪化をするというのは、私も長いこと行政に従事していますけれども初めての経験です。
　とにかく端的に言うと、求職者が激増しているということです。東京都内のハローワークに訪れる求職者は、去年の同時期に比べると確実に３割増しになっています。ですから、今この時期この時間にハローワークに行っていただきますと、多分70人待ち、80人待ち、１時間待ち、１時間半待ちが連日続いているということだろうと思います。
　それから、ある特定層が激増しているわけではないんです。すべての層において、男性だろうが女性だろうが、若年だろうが中高年だろうが高齢者だろうが、全年齢層、それから全形態といいますか、離職・在職問わず全部、特に離職者については顕著ですが、いわゆる自分の都合ではなくて離職を余儀なくされている方、会社の都合によって離職を余儀なくされている方が倍増している。そういう状況が昨年11月以降から連日続いていることと、そこの激増する求職者を受け入れていただく求人ニーズが今度激減をしているということです。東京の場合は、全国の11％程度の求人を担っているんです、東京の求人で。東京に本社が多いので、地方向け求人も全部東京のハローワークに出てくるんです。ですから、全国の求人の約１割強は東京で求人を確保しているんです。したがって、東京だけが求人が少なくなると影響を受けるかではなくて、地方も当然、東京の求人にかなり依存していますので、相当地方も影響を受けている。
　どのぐらい減っているかというと、ここへ来て、去年に比べて３割、４割激減です。特に正社員求人が激減しています。非正規求人、パート、契約、派遣請負はできるだけ私どもは精査をして、できるだけ改善をしながらやっています。パート、契約社員、期間工、そういう求人はそんなに激減ではないんですけれども、正社員求人が激減している。それで有効求人倍率がいよいよ1.00倍ということになりまして、全国が0.67倍、47都道府県で１倍台をキープしているのは東京都だけです。あとは、46道府県が軒並み０倍台ということで、完全に求人難時代、あるいは大量失業者時代に入っていると言っても過言ではないというのが一般的な雇用・失業情勢です。
　そういう中で、では障害者の状況はどうかというのが、資料をごらんいただきたいと思いますが、一番左端がハローワークに登録されてくる障害者の登録数だと思っていただきたい。新規求職者数、障害種類別に載せてありますけれども、全数で実は7.4％ふえている状況です。したがって、一般の求職者ほど激増という状況ではないだろうと思います。各種類別に身体、知的、精神、やはり精神の伸び率が極めて高い。去年に比べて22.1％増ですので、精神の登録がふえているということです。
　去年はどうだったのか、40ページを見ていただきますと、求職者は実は去年の状況も18年度に比べてわずかにふえていたんです。わずかにふえていたんです。ですから、ふえ幅が今年は倍以上になっていることは事実ですが、去年は身体の方もこの時期は減っていたんです。知的も減っていた。精神の方は相変わらず２けた増に来ていますけれども、今年を見ると、その他というのは発達障害者等です。これを除けば全種類の障害の方がふえていることはおわかりいただけるだろうと思います。
　一番右端はマッチングをした数です。総数としては去年の同時期に比べて５％近く落ちています。では、去年どうだったのかというと、去年は逆に4.5、３％ほどふえていました、18年度に比べて。求職登録者がふえている状況で、障害者の求人は一体どんな状況かというと、求人の資料はつくっていないんですが、先ほど申し上げた求人は全体的に激減しているんですけれども、障害者の求人はプラスなんです、今年になって。やはり企業の責務、あるいはＣＳＲ、コンプライアンスも含めて、やはり障害者を雇用しようという動きと、昨年暮れに障害者法が改正されて、納付金の対象企業が201人になるという、それは22年７月ですが、あの情報がもう伝わっていますので、納付金を払う前に確保しよう、雇用しようという動きも少なからず中小企業に出てきているんだろうと思います。その影響もあって、障害者求人は実は一般求人と逆の傾向を示してプラス、去年の同時期に比べて10.8％のプラスです。
　ここで問題とは、求職者も登録者もきちんとふえてきて、受け入れ求人も１割程度ふえています。何でマッチングしないのということです。ここはハローワークとしても極めて問題意識を持たざるを得ないんですが、就職件数を見ていただきますと、どこが減っているかというと、精神障害者以外、知的も身体も実はマイナスです。精神障害者が非常に、上の各年度別の数字を見ていただきたいと思いますけれども、精神障害者のマッチングをして就職した数がありますが、平成15年度は全ハローワークで250件でした。昨年はこれが894件、倍近い精神障害者の方の就職件数が出ているんです。実はこれが非常に頭打ち状態になっているということです。
　それから知的は、比較的順調に伸びてはきていたんですが、ここへ来て知的もやや頭打ち状態になっている。
　身体障害者の場合は、そんなに急激に伸びたり、急激に減ったりせずに、かなり堅調に推移してきたと言えるのではないかと思いますが、身体障害者の方は比較的、ハローワークと違うネットワークもお持ちですので、そこで自分の再就職先を決める、転職先を決めるケースもあるので、ここはあまり気にしなくてもいいと思っているんですが、知的が頭打ち、ここへ来て精神の方も頭打ち状態になっているというのは、非常にハローワークにとって厳しい。求人が出ていて、求職者もそろっているのにもかかわらず、何でマッチングができないかというところについては、いろいろ分析をしながらやっているんですが、これだという決め手が実はないんです。
　１つ言えるのは、天野委員もおっしゃっているように、なかなか難しい人が滞留し始めた。新しい人がどんどん登録しているときには、就職の可能性が高い人はすぐあっせんできましたので、その部分だけはかなり消化できていたんです。ところが、滞留している部分を見てみると、ほとんど動いていないというか。１つは、知的の方も精神の方も職業準備性や地域生活支援について、時間をかけた相談・援助が必要な障害者が増加しているケースが増えているのではないかということです。ハローワークがある種駆け込み寺になっていまして、登録をすると、私が言うのも何なんですが、ハローワークの職員は非常にまじめですので、何とかしなければいかんという思いがあって、ずっと抱えてしまうんです。登録の有効期間は１年ですので、ずっと抱えてしまうんです。それで、いろいろやっても、なかなかうまくいかない。改めて福祉のほうにもう１回戻すかというときに、いやいや福祉のほうは、せっかく一般就労を目指しているので何とかハローワークに頼みますと言われてしまうと、戻しにくくなって、また抱えるということをずっとやってきて、その固まりがほとんど身動きがとれないような状況になっているので、21年度、東京労働局としてはこういうところをもうちょっと地域の中で、一たん戻すような、ある意味では職業準備行動をもうちょっと確立していただけるような、地域とのネットワークの中で何とかしないといけないと思っています。
　もう１つは、状況的には、１枚めくっていただいて41ページに、障害者の解雇者数がじわじわと実はふえてまいりました。昨年の時点では、４月から12月末で74名、今年が82で、単月で１月を拾っていないので19年度の１月の数字がわかりませんが、今年１月が18で、いよいよ３けたになりました。これは東京労働局としてもかなり問題意識を持っていまして、先ほど朝日委員が雇用の維持ということも考えないといけないと言われて、極めて道理でありまして、昨日、委員として出席していただいている産業労働局の小田部長と一緒に私が都内の主要経済３団体にお邪魔して、障害者に係る雇用の維持について、ぜひご協力をいただきたいと。傘下企業等に対する周知もということで、今日は写しを机上配付させていただいておりますが、やってまいりました。今後、ご理解いただいたということで、早速、傘下の企業、傘下の団体等にきちんと周知をしたいということを異口同音に団体の方もおっしゃっていたんですが、もう１つは、そうはいっても中小企業は絶対ここは守っているじゃないかということを言われました。100名の中に、ほとんどが実は大企業なんです、解雇者が出ているのは。もちろん一部中小企業もなくはないんですが、圧倒的に大企業です、解雇者を出しているのは。ですが、大企業が全部一方的に首を切っているわけではなくて、どうしても事業再構築に伴って、希望退職者を募るケースのほうが今回は多くて、障害者の方も希望退職者に応じているんだなという形が出ております。今後これがふえないように願いたいということで、我々としては東京都ともいろいろ連携を強化しながら、この問題については対応していきたいと思います。
　また、この３月、決算期を迎えると、この数字が少しふえていくのではないかという懸念を持っております。
　41ページ等については、職業訓練関係の数字を載せておりますので、ごらんいただきたいと思います。
　あわせて、委託訓練の状況が43ページ、ずっと訓練関係の資料が続いておりますけれども、45ページにナカポツセンターの事業就職者実績を載せてあります。今のところ、昨年とほぼ同じような状況で推移しておりまして、第３四半期の数が出てくれば、恐らく昨年度と同様な数字ではないかと考えております。圧倒的に精神障害者の方の就職実績を上げられております。
　46ページは、区市町村の障害者就労支援事業の中の就職実績、こちらは逆に知的障害者の方が多い状況です。これもほぼ昨年度並みで推移している状況です。
　最後に、特別支援学校の状況をご参考までに載せてあります。特に47ページの就業率等について、全国対比がございますけれども、東京は全国水準よりもはるかに就業率が上回っております。19年度も35.2、対前年比で2.9ポイント高まっておりますので、東京は教育庁、あるいは支援学校のご努力も当然あるんだと思っております。
　最後に資料６、１枚ものですけれども、昨年末に改正された法改正の内容を資料としてつけさせていただいておりますので、ご参考までにお目を通していただければと思います。
　いずれにしましても、雇用・失業情勢は、障害者を取り巻く環境が厳しいことは変わりないと思うんですが、求人・求職だけを見ると、比較的障害者は、数字の上だけですけれども、そんなに悪くはないと言われがちなんです。それで、ハローワークは何をしているのと言われるので、年度末に向けてさらに改善に向けて努力していきたいと思っております。
　以上です。
○今野座長　東京都からはありますか。
○高橋副参事　福島委員からあわせてご報告いただきましたので、省略させていただきます。
○今野座長　それでは、あとはほかの委員の方もご意見があったら、今の福島委員に対する質問でも結構ですし、情報提供でも結構ですので、お願いします。
○箕輪委員　下期に入っていろいろ、東京だけではなくて全国各地で障害者雇用についてお話をさせていただく機会が多いんですけれども、同じようなことで、障害のある人の解雇がもう出てきているし、教授みたいな方々からも、企業が障害者だけを解雇しているみたいなことをばんと言い切りで言われることが多いんですが、ここにたまたま障害者の解雇の状況だけ挙げていただいているんですが、お話にあったように、希望退職を募るということは障害者以外の解雇者が確実に多いんだと思うので、企業が弱者だけを切るみたいなことを言われたくないのかなと。
　実際、横河電機の場合には、雇用を守るということなので、全社的に給与カットとかで、あと休業とかをしながら、働く状況は守るということであるんですが、会社によっては障害者だけではなくて全般的に係る希望退職を募ったりすると思うので、そのあたり、今回ここの部分だけを資料で見てしまうと、都民に誤解があるのではないかと思うので、せめて議事の中で、障害者だけではないということであれば、それもお伝えいただきたいんですけれども。
○福島委員　ちょっと数字がないので、もちろん障害者だけではなくて、雇用調整をする際、あるいは希望退職者を募るというケースは、企業は比較的とりがち、とる手段ですけれども、もちろん我々としては各月ベースに再就職援助計画、大量離職届、こういったものから各月別にどの程度雇用調整があるかというのはつかんでおりまして、その中に内数として障害者もこういう数だということは当然言う、今、関心を持たれているのは非正規労働者の雇用調整が毎月発表されて、過日も全国で１万7,546人だったと思いますけれども、その中で東京はどのくらいかというと3,333名です、２月末現在で把握しているもので。確かにその中にも、100名の障害者が、非正規の場合、入っていることは入っています。正規の場合はまた別に把握しておりますので、これも実はふえております。今、手元にないんですけれども、去年よりもやはりふえそうだなと。去年はグッドウィルがありましたので、グッドウィルの数でぼんとはね上がりましたけれども、今回はそれを外しても大幅増加だと思います。だから、その数字も一緒に、何かに使うときは当然、障害者だけ首を切られているという誤解がないようにしていきたいと思っております。
○田邉委員　１つは、今のお話でもありましたけれども、大企業が多いという話があったんですが、大企業で最近事業所の閉鎖というのが幾つかあるかと思うんですが、事業所を閉鎖した場合、障害者の方がほかのところに移るのが難しいというのもあって離職者の数もふえているのではないかという気はいたしますので、そこら辺も考慮していただければと思います。
　それと、商工会議所の取り組みについて少しお知らせしておきたいと思います。昨日、要請いただいたようですけれども、障害者雇用の維持、それから促進のＰＲということで、東京商工会議所の全会員向けに東商新聞というものを発行しているんですけれども、その中で障害者雇用促進法の改正内容の周知、新たな障害者雇用の国の支援策の周知、在職中の障害者の雇用維持のお願い、それから特別支援学校の新規学卒予定者の積極的採用のお願い、障害者を雇用している企業への仕事の発注のお願いという５つを記事にして、今の予定ですと３月20日号でそういう特集といいますか、記事を掲載する予定にしております。
○山鼻委員　重なってしまうかと思うんですけれども、私もここに来る前に、議題の中に厳しい雇用情勢ということで、私どもの相談室のほうとも連絡をとって、どのような状況かと聞きましたら、やはり箕輪委員や田邉委員からお話がありましたように、障害者だけを、今の時期、企業としては障害者から切ることは絶対ないということで、先ほどおっしゃったように倒産やそのような形で、たまたまこの会社がなくなって、そこに障害者がいらっしゃったので、このような数字が挙がるという状況がほとんどであるということを、これですと本当に障害者を解雇しているような雰囲気を持たれてしまうので、そこのところはご留意いただければ非常にありがたいと思います。
　先ほど田邉委員からもお話があったように、昨日、私どもにもこのような要請書をちょうだいしましたけれども、私どもではメールマガジンをやっておりますので、そちらでこの障害者雇用の維持という形で周知徹底を図るとともに、今月、来年度に向けて障害者雇用促進法の改正や雇用維持に向けて、また助成金等もありますので、そこら辺、セミナーという形で会員企業に周知徹底していくつもりでおりますので、なるべく障害者雇用、今後も発展する形でご協力したいと思っております。
○宮武委員　雇用状況の現況というところで、私はグループホームの担当をしていまして、私どもの法人では140カ所ほどのグループホームを運営していまして、約４割ぐらいが一就労しているんです。大田区ですが、人員整理、会社の移転、それと雇用調整ということで、進んでいますといいますか、ちょっと多くなっているんです。製造業自体が不振で、新規採用ということはあまりなかったんですけれども、企業のほうで踏ん張ってまだやっているところが、最終的に踏ん張りがきかなくなってといいますか、自動車関連なんですね。人員整理ということで、それはほかの従業員の方も、15年働いた方ですが、やはり人員整理の対象になって求職活動をしているんです。
　それと、これは多分前から計画していたと思うんですが、栃木県とかへ移転すると。それで行けるかどうかということなんです。グループホームに入っている方で、給料からすると、長年働いていますから、再就職を東京でしてもかなり低くなると。ただ、支援の必要な方ですので、なかなかそれに応じることができない。非常に悩んで、求職活動もしているんです。長く働いていても40代、50代の、常用雇用なんです、小さいところで。そういう職が失われる状況になってきていると。雇用調整も、金・土・日休みという形ですね。減収になりますし、休みの過ごし方とか、そういう状況が進んでおります。
　皮肉なことに、大田区は今、グループホームを新しくということで計画していまして、工場と事務所が移転とか、テナントを募集しても入らないんですね、事業所なんかが。そこをグループホームにどうかという話が逆にあったりとか、そういう状況も生まれています。むしろ、就労移行支援事業所「すきっぷ」なんかは割合好調で、まだ維持しているんです、就職率自体は。ただ、これだけ雇用状況が悪化ということになりますと、福祉から雇用への意欲といいますか、非常に萎縮するような状況を心配しております。現況ということです。
○小林（茂）委員　私ども中小企業団体中央会も昨日要請書をいただきまして、これに基づいてやっていこうということでこたえました。いずれにしても、２月に私ども東京労働局の職業安定部から新しい法律改正の部分、協同組合で雇用ということと、あと短時間労働者の雇用率の部分もあって、非常に厳しい法律内容でございますけれども、これをクリアしていこうということと、それから今日お見えになっています高齢障害者雇用支援機構ともども、これは神奈川の事例ですが、今回トライアルの形で、協同組合で障害者を何とかした形でのモデル事業事例をつくり出してやってみた結果、非常に好評であったということで、これも全国展開で、都内含めてやっていきたいということで、今回東京都さんでおつくりになっていただいた視点７で、中小企業の取り組みということで、組合を通じての雇用という形で全般的に運動していこうかなという形で今やっているところでございまして、来年度この視点に基づいて、広報を含めて頑張っていきたいと思っているところでございます。以上中央会の取り組みということでございます。
○大塚委員　福島委員のご報告に関する質問ですけれども、３点ありまして、１万人の求人のうち、固まりという今日のご発言をされた、職業準備性においてまだ十分でない方たちが固まりとなっていらっしゃるという話、大変興味を持ちました。ざっくばらんな話で、固まりと言われる方がその１万人の中でどの程度いらっしゃるのかということが１点目です。
　それと、あくまでも個人的な見解で差し支えないんですけれども、それをこの協議会を中心として、ないしは福祉との連携において、どのような取り組みをすることによって、うまく一般就労につなげていけるのかということをどのようにお考えなのかということが２点目。
　３点目はちょっとスケールが小さいんですけれども、100件の解雇について、大企業中心の事業再編だということで、おわかりになる範囲で構わないんですけれども、事業再編によって解雇になった、希望退職というか、離職した方たちがどの程度の割合なのかということで、わかれば教えていただきたいという、この３点でございます。
○福島委員　順不同ですけれども、３番目の100人の解雇が希望退職者制度というか、そういう制度に応じて解雇に準ずるものとして何人という数字がないんですが、そんなに多くはないと思うんです。先ほどどなたかがおっしゃっていた事業閉鎖、いわゆる事業譲渡、そういう形での大企業からの解雇者のほうが割合高いのではないかと。
○大塚委員　割合としては、そちらのほうが。
○福島委員　そうだと思います。ただ、私も障害者の方が事業の再構築に伴って希望退職制度に応募するのはあまり聞かなかったので、障害者の方もそういう制度に応募するんだなと思っていたものですから、非常にそこは興味を持ったということで少しお話を申し上げたんですけれども、割合的には少ないはずです。事業所閉鎖、事業所譲渡、もう１つは、この解雇については企業側が解雇手続、解雇届を持ってきて、ああそうですかと受け入れているハローワークは１所もありませんので、基本的には回避ができるかできないかということを企業と話をします。特に大企業の場合は、その企業がグループ認定を受けている企業だったら、特にグループ会社が引き受けなさいと言いますし、仮にグループ認定を受けていない企業でも、グループを持っていれば、そのグループ各社で受けなさいという指導はします。あらゆる選択肢を探って解雇が回避できないというケースの場合は、これはやむを得ないと思っていますが、単純にはい、持ってきましたという形での内容ではないことをご理解いただきたいと思います。
　２点目の固まりの人数は、職業準備性みたいなところがやや欠落をしているので、なかなか一般就労にも持ち込めない人たちがふえてきましたということは事実だと思うんですが、現状、有効求職者の中の何％ぐらいかというと、手元に数字がありません。ただ、ハローワークの報告によると、ほとんどそういう人が滞留しているという報告ですから、かなりの割合ではないかと思っているんです。
　もう１つは、福祉から一般へということを国の基本的な方針のもとでやってきているんですけれども、双方向にすべきだと思っているんです。福祉から一般に来られる方については、もちろんハローワークがしっかり求職登録から、ケース会議から、企業選定から全部かかわってやっていきますけれども、先ほど言ったようなことでなかなか難しい人を抱えることなく、もう一度福祉へ戻す、双方向のシステムを早期につくっていくことが１つと、私は知的の方も精神の方もそういう人たちがふえてきていると認識しているんですが、知的の場合はややそれを受け入れられる、双方向になったとしても、地域的に受け入れやすい環境になっていると思うんです。まだまだ実は精神のほうが、天野委員が出ていますけれども、ナカポツセンターが全部それをハローワークからもう１回、リターンさせるときにナカポツセンターが全部受けられるとは限らないんです、許容量がありますから。その意味ではナカポツセンターをふやしていかないといけないということを、２つ考えていますけれども、後者のほうは厚生労働省が21年度60カ所ふやしますけれども、まだまだ東京は５団体ですので、もうちょっとふやさないと、そういったリターンするときの環境整備が追いついていない。特に精神は追いついていないということもあるかなと思っています。
○大塚委員　極めて個人的な興味になってしまうんですけれども、100件でいうと、皮膚感覚として、ある方は中小企業中心だとおっしゃるし、今日のお話だと事業再編というところもあるよというところでいくと、ここ東京に関しては、どういうふうに我々はこれを認識しておけばいいんだろうと。それと中小企業の障害者雇用というふうな考えたときにはこのあたりを、今どこにあるというふうに理解すればよろしいんでしょうか、この100という数字をもって。
　それを形成しているものがどこから100という数になってきているのかという、極めて局所的な問題によって100というものが形成されているのか、じわじわといった形で、宮武委員がおっしゃったような形の積み上げの中で100になっているので、機関という部分においては地方ほどではないけれども、基本的に東京も同じ状況なんだよということから議論をすべきなのかということでいくと、いかがなんでしょうかということです。
○福島委員　東京労働局自身は非常に危機感を持っています、この100という数字に対しては。局所的かどうかは別にしても、少なくとも東京の地域の企業からこの数量の障害者の解雇が出ていること自体は、相当重く受けとめなければいけないだろうと思っています。その手だては、もちろん国がやろうとしている対策は、障害者に限らず３つありまして、１つは雇用維持を図る、これは徹底的に雇用維持をしてもらうという努力ですけれども、雇用維持に対する強力な働きかけをすると。それから雇用創出をしないと、いかんせん離職者、失業者がふえてきているわけですから。もう１つは、失業者対策というのは、今度の雇用法の改正も含めて、セーフティネットをもっと強化する、３つの対策に行くんですけれども、ではこの100人の１月末現在の障害解雇者については、どの分野に入るかということを、既に雇用維持からは外れてしまいましたと。失業者対策と雇用創出の中で早期に新たな再就職先を確保するというのが我々の考え方なんですけれども、100人の解雇者の早期再就職はそう簡単ではないということは身にしみていますので、これ以上ふやさない、ふえないでくれというのが切実なことです。
　今、数字が、１月分だけですけれども、解雇者が18名です。この解雇理由は、８割ぐらいだと思いますけれども、大部分は大企業の希望退職者に応募した解雇者です。ですから、18人中13～14人は大企業の希望退職制度に応募して、解雇者として取り扱われたということです。
○今野座長　大塚委員の質問がよく理解できなかったんだけれども、大塚委員が言われているのは、今回の障害者の人たちの解雇というのは、障害者ならでの特徴というのはどういうことがあるんだろうかということをきちんと把握しておいたほうがいいということですか。量的にも、あるいは特徴の面でも。そういう意味で言っていたのかな。
○大塚委員　それこそ皮膚感覚ですけれども、現場の方のおっしゃる言葉をつないでいくと、求人の数はふえているということも含めると、大企業を中心とする障害者雇用のムードは堅調であると。解雇がふえていることについても、これは中小企業のことであるということをおっしゃる方もいらっしゃるし、そうではないという方もいらっしゃって、それこそどちらが本当なんだろうというのが個人的な疑問としてありました。今日福島委員が、大企業中心だということを教えていただく中では、では、どの程度が大企業で、事業再編によるというものなのかということを教えていただきたいという思いだったんです。
　その100という数字が形成されたものの中で、宮武委員がおっしゃったのは、大企業もおられるし、中小の製造業という障害者雇用の下支えをしておられたところが持ちこたえられなくなって解雇に踏み切ったというケースもあるとすれば、それを割合で、数で整理してはいけないのかもしれないんですけれども、東京はどうよというか、要はどうよというか、そのあたりの感覚を、私の感覚としてどう思っていればいいのかということを知りたかったということです。
○今野座長　ということは、今の福島委員の答えは、少なくとも東京については大企業中心だというお答えですよね。
○大塚委員　宮武委員は、中小から持ちこたえられなくなってと。
○宮武委員　自動車関連とかですね。
○大塚委員　それは業種というところですよね。
○宮武委員　業種的なものもあると。
○今野座長　もう１つ気をつけなければいけないのは、僕がわざわざ障害者ならではの特徴を知りたいんですかという質問をしたのは、雇用情勢全体がそうなっているから同じように動いているのか、障害者特有の現象が起きているのかというのはきちんと把握しておかないといけないですよね。極端なことを言うと、全体と同じ動きだったら、健常者と同じように仕事がなくなって失業者が発生しているんですねという話だよね。そこも重要なポイントかなと思ったものですから。
○天野委員　今の福島委員の話、おもしろいと思っていたというか、私たちも関心のあるところで、追い風と逆風が同時に吹いているみたいな感じで、短時間の雇用の改正によって、とてもスーパーなんか大変だと思うんですけれども、結構入れるのかなと思ってみたり、だけれども全体がこれだけ厳しくなってくると、だから企業はペナルティーを払うほうがいいのか、障害者雇用をしたほうがいいのか。、それはきっとそれなりの、それぞれの経営戦略というのが多分あると思うんですけれども、その辺を考えてみると、非常に就労支援機関としても、例えば業種的にどこを狙ったらいいのかということとか、どこを気をつけたらいいのか。
　今見てきたら、うちでは４人が解雇になっているんですけれども、やはり派遣は駄目で、自動車系が駄目ですよね。だけれども、一方で清掃がすごく、すき間産業がふえているとか、全体としてどうなのかというのはとても関心があります。もう１つは、100人の離職者が出て、その障害者をどうしなければいけないといったら、多分、層がありますね。さっき宮武委員がおっしゃった年齢の問題というのもありますけれども、私たちのところで、精神の人で働いていた人が解雇された場合は、結構、就職は何とかいける感じもちょっとありますね。年齢とか職種もありますけれども。解雇された理由が、一番仕事ができなかったからというか、ちょうどよかったみたいな感じで解雇されてしまった場合は、どうするかというと、もう１回準備性を高めるための何らかのことを考えなければいけないということで、今回また委託訓練をやるときに、そこに入れていくとか、リフレッシュというのかな、もう１回組み立てなければいけない。その辺でどのぐらいの層がおりてくるか、非常に関心があります。
　だけれども、もう１つは、先ほどおっしゃったハローワークに固まっている人たち、それから福祉施設に固まっている人たち、この流れをどういうふうにつくっていくかということで、本当は多分ハローワークで固まっている人たちも、何らかのトレーニングをいろいろやっていくと、もう１回できるのかもしれないけれども、数が足りないんですよね。コーディネート機関があればいいのではなくて、準備するための訓練機関が足りない。
　そこで、ずっと私が言っているんですけれども、東京都に何ができるかといったときに、幾つかあるセンターをもっと精神障害者に開放していくとか、精神障害者のための短時間の訓練の場所をつくる。もう１つは、就労移行支援事業がまさに訓練の場所になるわけなので、それにどうやってもっと、みんな就労移行支援事業は大変だからやらないと言うんですけれども、もっとふやして、そこで訓練する。訓練する人たちの数をふやさないと、固まっている人たちを福祉でも受け入れられないけれども、ハローワークにとどまっている人たちも、あの訓練の場所に行けば就職できるんだというのが重なっていけば、そうしたら、あそこへ行ってみようかなと。ハローワークも就労移行支援事業に紹介しますよね。紹介したものを区市町村事業なり、ナカポツセンターなりに持ってくれば、また押し出せる、その流れをつくるのが、私はずっと言っているんですけれども、そのために東京都は何ができるかという、そういうふうに問題を立てていただければと思います。
○今野座長　そのときに、大塚委員が質問されていましたけれども、政策をつくるときには固まりの量をある程度把握していないとね。勘でもいいから何割とか。
○福島委員　どのくらいですかね。今、有効で約１万3,000人ですよね。有効で、求職活動の１万3,000人の半数以上が準備性や生活支援になんらかの課題を抱えていると感じています。これを我々は反省しなければいけないんですけれども、今、天野委員がおっしゃられるようなトレーニング不足がほとんどではないかと気づいてきたところなんですよね。そこは何とかしないと、気づくだけでは事実は動かないので、実際トレーニングに着手するというか。今、現時点でハローワークでトレーニングができるかというと、そこはなかなか難しいので、地域の中でそういうところを、数をふやしていかないと厳しいのではないかと思います。
○今野座長　福島さんが言われたシナリオがもし正しいとすれば、これからマッチング率はどんどん下がるね。
○福島委員　下がります。
○今野座長　どんどん下がるという現象になるということですね。
　それでは、１回も声を聞いていない方がお二人ほどいらっしゃるので、その方から。
○植木委員　企業の立場でいくと、多分最終的に厳しくなってくると、機能するかとか使えるかというところに最後行き着いていくのかなという気がしているんです。もちろん我々のように店をどんどん出したいところであれば、雇用は促進するんだと思うんですけれども、かといってマッチングするかどうかというと、どんどん条件が難しくなってきているという一方もあるんです。店を出せるところは都心部で、では都心部のお店で、デパートの中に店を出すとかということが普通にこれから起こってくると、その中でどうやってうまく仕事をしていただくんだろうなみたいな、ただ単に雇用が進むということよりも、例えば東京なんかだと、我々が抱えている問題は別のところに実はあったりして、やはりマッチングというのは、今言っているのは情勢だけではなくて、本当に質の問題が改善されないと、本当の意味での我々、数ではない、質だというところが朝日委員の中にもあったんですけれども、そこがうまくマッチングというところには最後行き着くのかなと思っています。ちょっと議題と違うのかもしれませんけれども。
○三重堀委員　あまりにも話題が当事者なので発言を差し控えていたんですけれども、皆さんのご意見をお聞きしながら、どちらかといいますと、トレーニングの話だと、先ほどの固まりとおっしゃっていた部分のことですけれども、私も雇用する側の立場として、ハローワークさんと話をしたりしているんですが、実際そういう方はいらっしゃるとは思うんです。ただ、その方たちに新たに何のトレーニングをというお話なんかも当然しなければいけないと思うんですが、もう１点、別の側面が多分あると思っていまして、それは企業側の受け入れ方といいますか、いろいろ個々の問題があると思いますので、そこに専門家なり、第三者のご意見があるとスムーズに流れるケースもあるとは思うんです。ですので、そういったアドバイスをいただく視点、具体的にはジョブコーチですとか、そういった話になってくると思うんですけれども、そちらの面も取り組んでいただくとありがたいなという話があると。
　そこから見ていきますと、先ほど予算の話というのも、東京ジョブコーチの件が具体的な数があったと思うんですが、実際にジョブコーチは何人ぐらいを目標にやっていけばいいのかという話なんかも当然あると思いますし、実際、現場のほうから、来てくださるのはありがたいんですけれども、すぐ帰ってしまうという話も以前からありまして、最近では自分たちで資格を取ろうかという話にもなってきていますので、ぜひそういった、我々が受け入れるときの問題といいますか、アドバイスをいただける体制も加えていただければと思います。
○箕輪委員　最初に配られた東京労働局の資料を見ていたときに、感想も含めて意見ですけれども、先ほど天野委員からありましたけれども、やはりどこの企業も話を聞いていると、余裕があるから若干いていただいてもよかったといったところから、確実に、今お話があったようにこの職場でこの仕事ができる人が残っていて、ですから逆に、本当に自信を持って推薦した就労移行支援事業所の方からは、私が紹介した人は生き残っていると。ほかのパートさんは全部切られているけれども残っているんだという話を聞いています。
　お伝えしたいと思っているのが、ここに書かれている東京労働局の、１枚のお手紙の中である、在職中の雇用の維持というのは今みたいに社会人としてどうかとか、職場として確保できるかですけれども、プラス新たな雇用という部分についてですが、企業の事情で事業所を閉鎖するとか地方に移転するという、同じような企業の方から我が社に、引っ越しはできないんだけれども、こういう仕事ができて、これだけ優秀な障害のある社員がいるから、横河さんどうですかというのは前からあるんです。そういった形で、企業のそういう評価はすごく信頼をしているんです。企業以外のところを信頼していないわけではないんですけれども、職種で私たちの会社には障害のある方、清掃の部分しか仕事がなくて、それ以外、本人も未知なんだけれども、でも横河さんにある、例えばパソコンを使った仕事ならきっと生かせると思うんだとか、そういった企業間の連携の中で、こちらの企業では離職するけれども、こちらでといったものが今までもできていますし、最近そういった情報が出てきています。
　何をというと、私たちができること、例えばここに100人の離職した人、離職時にハローワークの方がいろいろ聞いていただいていると思うんですが、その際に例えば、本当に準備性がなかったんだけれども、無理に雇っていてとしても、ここを伸ばしたら次、ほかではご縁があるのではないかといったところをちゃんと企業側が出せるようなとか、あとは今みたいに、我が社ではこの仕事がなくなる、本人もこの職種以外は今のところ向いていないから、この職種に合ったところを探してもらえれば、社会人としては育てましたからみたいな、そういった移行の情報の量をふやしていくと、再就職がよりスムーズになってきたりとか、話題になっている再訓練、職業能開校とか、就労移行支援事業所のほうで訓練するのも、そこへ入ってから一から、この人は何が足りないかというよりは、企業で雇っていた人ならば、もう少したくさん情報を、残念ながら継続が無理なのではあれば、そこまでは最低でも企業は果たせるのではないかと思うので、そういったところの何か、予算の中でも仕組みが１個、この状況において必要なのかなと思いました。
　３つ目にある特別支援学校の新規の採用ですけれども、就職を意識した学校はますます出てくるんですが、ただ、これまでも１年間の、４月の採用ではなくて、年間を通じての採用を企業がしてきていて、４月採用は10数％だと思うんです、全国で見ても。そういった場合にますます、本当にぽんと人が欲しいときに、採用を、求人を出すということが今後出てきたときに、やはり卒業生の中にも、準備は万端なんだけれども枠が出ていないという人と、準備がいまいちまだ整っていないので能開校とか就労移行支援事業所にここの部分を託すとか、そういったところを明確にしていっていただかないと、求人を出したときに、さっきのミスマッチではないんですけれども、手当たり次第に企業側の枠が出たということで奪い合われても不幸なことになると思うので、本当に４月の新卒採用枠を出すというのは長期的な展望があってのことであって、今私たちは多分、大・中・小限らず先のことが見えにくいですから、急に求人を出すといったときに耐えられるような地域のネットワークというか、仕組みをより強化して、１人１人を見ておいていただけるといいかなと思います。
　最後に、４つ目に福祉の事業所に仕事を出してくれという、前々からあるんですけれども、出そうと思ってもなかなか受け入れ体制が整っていないといいますか、品質とか納期とか量とかというのを、こういう状況であれば仕事を出したいといっても、それは無理ですねとか、頼んだものの、でき上がってみたら７割、８割の質だったとか、そういったことがまだまだたくさんあるとたくさん聞いていますので、いろいろな資料にあるように、連携をとっていただくことは大事なんですけれども、これもある企業から仕事を請け負っている福祉の事業所の方が言っていたんですが、今いろいろな企業が切られている時期だからこそ、私たち福祉の事業所はこれまでの信頼と品質、そういうことにこたえてきたので仕事がふえていると言っていたんです。福祉だから仕事がもらえるとかということではなくて、逆にうまくいっていれば、どんどん仕事がふえている、企業は切られても我々福祉の事業所がふえているということを言っている事業所もありましたので、その点、企業ばかりに仕事をくれくれと言っている割に、出すと、いやと引かれてしまう状況がなくなるように、ここもぜひ強化をしていただきたいと。お互いの歩み寄りだと思うんですけれども、対する受け側のご理解とかご協力のほうも、ますますグレードアップしていただきたいと思いました。
○岡野委員（代理：加藤）　今まで話題に出ていませんでしたが、障害者就労支援行動宣言にも盛られている精神障害者の復職の支援についてお話しさせていただきます。最近、障害者職業センターには休職中の精神障害者の復職支援の希望が殺到している状況です。「視点５精神障害者の就労促進にアタック」の下に、「うつ病などで休職している方に対して東京都精神保健福祉センター、東京障害者職業センターなどにより復職支援をしています」と書かれていますが、休職者ご本人からの問い合わせに加えて、休職者を抱える企業の担当者からのお問い合わせも多くあります。
　先日、ハローワークの雇用指導官との意見交換で、雇用指導官が精神障害者の方の採用を事業所にお願いすると、「既に精神障害を負った休職者を抱えているので、新たな雇用までは難しい」と言われてしまうというお話を聞きました。そう考えると、精神障害者の雇用を進めるためにも、併せて復職の支援をしていくことも必要になると言えるのではないでしょうか。先ほど、予算概要の中に、国の施策として復職支援にかなり力を入れていくということがありましたが、東京障害者職業センターは、来年度は体制も整備される予定で、一層力を入れていくつもりです。　
復職支援の対象となる方の中には、何度も休職を繰り返しているような方が多くいます。先ほど、職業準備性の話題が出ていましたが、先日精神科の先生から、「復職への支援は、メランコリー型のうつ病というよりは、現代型のうつの方だとか、復職の準備性が自己管理だけでは身につかない方などが対象となってくるのではないか」とのお話を聞きました。当センターでもそういった方の利用も多くなっています。
最近はいくつかの医療機関でも復職支援を行っておられるようです。当職業センターとしては、東京都中部総合精神保健福祉センターをはじめとする様々な機関と意見交換をしながら、より効果的な取り組みをしていきたいと考えております。
○今野座長　それでは、まだご意見はあると思いますが、時間をオーバーしておりまして、この辺で終わりにさせていただきます。
　今日は活発に議論をしていただきましてありがとうございました。我々、昨年、就労支援のための行動宣言をつくって、基本的な方向を出したわけですので、今日も議論がありましたように、そういう宣言に沿って今後事業がどういうふうに進められるかということを継続的にここでは議論していきたいと思います。ただ、そのときに気をつけていただきたいのは、今日は東京都にいろいろ質問がありましたが、これは共同宣言ですよね。ですから、各関係の、それぞれの団体の事業もこうやっているということにもここでは非常に興味があるということですので、そこは忘れないでいただきたいと思います。
　ついでに、その議論をするに当たって、少なくとも東京都については、先ほど宿題がありましたので、次回の議論をする際にはそういう資料を用意していただければと思います。
　今後の進め方、運営方法について、東京都からあれば。
○高橋副参事　皆様、お忙しい中ご協力いただきましてありがとうございます。行動宣言を出しまして、今お話がありましたとおり東京都のほうでもいろいろな具体策をまとめまして、また委員の皆様のところにも、事業関係につきましてもいろいろご相談させていただきながら、事業として取りまとめて、次回以降、進行管理という形で引き続き行ってまいります。
　また、委員の方々、本当にお忙しい中ということで、いろいろご負担を考えまして、これからのあり方につきましてはまたいろいろ検討して、またお伝えしていきたいと思っております。具体的には年２回程度開催していきたいと考えてございますので、どうぞよろしくお願いいたします。
○今野座長　それでは、今日は終わりたいと思います。時間を過ぎて申しわけございません。ありがとうございました。
午後３時40分閉会
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